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平成23年度曽於市一般会計主要施策の成果及び

予算執行報告書

平成23年度の曽於市一般会計主要施策の成果及び予算執行について報告します。

平成23年度の国の予算は 「 成長と雇用』の実現，デフレ脱却への道筋 「国，『 」，

」，「 」 ，「 」民の生活を第一に 確固たる戦略に基づく予算編成 の理念の下 新成長戦略

を着実に推進するとともに 「財政運営戦略・中期財政フレーム」に定めた財政規，

律の下に，成長と雇用拡大を実現するとの基本的考え方により編成されました。

一方，平成23年度の地方財政は，企業収益の回復等により，地方税収入や地方交

付税の原資となる国税収入が増加する一方，社会保障関係費の自然増や公債費が高

い水準で推移すること等により，定員純減や人事委員会勧告等の反映に伴い給与関

係経費が大幅に減少してもなお，依然として大幅な財源不足が生じるものと見込ま

れました。

このため，財政運営戦略に基づき，社会保障関係費の自然増に対応する地方財源

の確保を含め，交付団体はじめ地方の安定的な財政運営に必要となる地方の一般財

源総額について，実質的に平成22年度の水準を下回らないよう確保することを基本

として，地方交付税の増額確保や地方税の充実などの地方財政対策が講じられまし

た。

本市の平成23年度当初予算編成は 「活力に満ち，心豊かでいつも夢と希望のも，

てる，元気な曽於市の創造」を目標とし，旧３町の均衡ある発展を図るための施策

の実現に向けて取り組むことを予算編成の基本方針としましたが，合併特例債や普

通交付税の合併算定替などの国による合併支援が，ほぼ終了する平成28年度以降に

向けて，徹底した歳出削減を図りながら，限られた財源を効果的に活用し，"最少

の経費で最大の効果"が達成できる予算となるよう編成し実施しました。

平成23年度の予算規模は，当初予算は，21,947,000,000円でしたが，その後９回

の補正を行い，最終予算額は，22,831,375,000円となりました。なお，繰越予算を

含んだ予算現額は，23,863,701,000円となったところです。

決算の概要は，歳入総額24,003,558,962円（対前年度 100.04％，対調定額

98.3％），歳出総額23,384,211,516円（執行率98.0％）で，歳入歳出差引額は，

619,347,446円となりました。歳入歳出差引額から平成24年度への継続費逓次繰越

額5,526,000円及び繰越明許費繰越額80,391,000円を差し引いた実質収支は，

533,430,446円となり，地方自治法第233条の２の規定に基づき財政調整基金へ

270,000,000円を積み立てましたので，平成24年度への繰越金は，263,430,446円と

なりました。



































































































































































－ 国保 1 －

平成23年度曽於市国民健康保険特別会計主要施策の成果及び

予算執行報告書

平成23年度曽於市国民健康保険特別会計の主要施策の成果及び予算執行について

報告します。

国民健康保険制度は，長期的な安定運営を確保していくため，逐次，法の改正が

行われ，国保財政の健全化を図りつつ現在に至っています。

平成23年度については，中間所得層の負担を軽減するために，国民健康保険税の

課税限度額について，医療費分及び後期高齢者医療支援金分をそれぞれ１万円，介

護納付金分２万円，合わせて４万円の引き上げを実施しました。

医療費については，加入者の高齢化等を背景に依然として増加傾向にあるため，

生活習慣病の早期発見・早期予防を図るための特定健康診査及び特定保健指導事業

等を充実させるとともに，受診率向上の一環で特定健診とがん検診を組み合わせた

ミニドックを実施しました。一方，40歳代からの受診率向上のため35歳から39歳ま

での早期介入健康診査・保健指導を実施しました。又，医療費適正化及び重症化予

防のための医療費分析を行ったところです。

決算の概要については，歳入総額6,179,761,221円，歳出総額6,117,297,705円となり，

歳入歳出差引額は62,463,516円になりました。しかし，単年度における実質的な収

支は，前年度繰越金 63,633,023円及び法定外繰入金280,000,000円を差し引き，基

金積立金180,000,000円を加えると101,169,507円の赤字となったところです。

今後，全国的不況下での所得低迷や基金残高の減少を考慮し，健全財政に向けて，

さらに医療費の適正化及び特定健康診査・特定保健指導の充実に努めます。

１ 被保険者の状況

世帯数・被保険者数(3月～2月分年間平均) (単位：世帯，人)

世 帯 被 保 険 者
区 分

世 帯 数 対前年度比 被保険者数 対前年度比

一般被保険者 6,956 △146(△2.06%) 12,181 △377(△3.00%)

退職被保険者 703 54( 8.32%) 990 80( 8.79%)

計 7,659 △ 92(△1.19%) 13,171 △297（△2.21%)



－ 国保 2 －

２ 歳入の概要

⑴ 国民健康保険税(医療分＋後期分＋介護分) (単位：円)
対前年度比

区 分 調 定 額 収入済額 収納率 収 入 済収納率
一人当たり

一般分(現年課税分) 816,547,734 762,163,726 93.34% 0.89%

一 人 当 た り 67,035 62,570 920

一般分(滞納繰越分) 249,923,857 34,969,913 13.99% △2.84%

退職分(現年課税分) 88,338,066 85,531,684 96.82% 0.33%

一 人 当 た り 89,230 86,396 5,623△

〃 (滞納繰越分) 8,270,420 2,634,970 31.86% 6.37%

計 1,163,080,077 885,300,293 76.12% △0.60%

※ 一般被保険者12,181人，退職被保険者990人

(2) 国県支出金等(現年度分) (単位：円)

増減理由区 分 収入済額 対前年度比

療養給付費増国 庫 療養給付費等負担金 1,029,849,409 12,558,272

〃 高額医療費共同事業負担金 33,644,039 3,757,658

〃 特定健康診査等負担金 6,850,000 1,088,000

特別調整交付金増〃 調整交付金 572,641,000 12,903,000

退職被保数増基 金 療養給付費等交付金 348,523,848 42,074,018

療養給付費増〃 前期高齢者交付金 1,472,827,442 87,028,077

県 高額医療費共同事業負担金 33,644,039 3,757,658

〃 特定健康診査等負担金 6,850,000 1,088,000

特別調整交付金減〃 調整交付金 183,877,000 △15,396,000

高額医療分増連合会 共同事業交付金 791,534,769 33,879,952

法定外繰入金増一 般 一般会計繰入金 723,521,988 179,293,795

市基金 国保給付支払準備基金繰入金 0 0

計 5,203,763,534 362,032,430

３ 歳出の概要

保険給付費⑴

ア 療養給付費

診療報酬分であり，個人負担分を除いた額を医療機関等へ支払ったもの。

(単位：円)

区 分 療 養 給 付 費 被保険者一人当たり 対 前 年 度 比

一般被保険者 3,202,233,980 262,888 7,895(3.10%)

退職被保険者 257,645,004 260,247 △17,594(△6.33%)

計 3,459,878,984 262,689 6,152(2.40%)



－ 国保 3 －

イ 療養費

柔道整復料や補装具料，はり灸等の利用に対する直接或いは間接的な給付費。

(単位：円)

区 分 療 養 費 被保険者一人当たり 対 前 年 度 比

一般被保険者 29,167,099 2,394 7(0.29%)

退職被保険者 2,764,251 2,792 △196(△6.56%)

計 31,931,350 2,424 △4(△0.16%)

ウ 高額療養費

被保険者が同月内において同一医療機関で支払った額が自己負担限度額を

超えた場合に差額を給付するもの。

(単位：円)

区 分 高 額 療 養 費 被保険者一人当たり 対 前 年 度 比

一般被保険者 460,819,645 37,831 3,037(8.73%)

退職被保険者 36,359,137 36,726 △2,185(△5.62%)

計 497,178,782 37,748 2,676(7.63%)

⑵ 後期高齢者支援金等

後期高齢者の医療費及び事務費に係る支援分を支払基金へ拠出するもの。

(単位：円)

区 分 平成23年度 平成22年度 対 前 年 度 比

後期高齢者支援分 569,480,741 573,620,919 △4,140,178(△0.72％)

事務費拠出金 59,998 72,456 △12,458(△17.19％)

計 569,540,739 573,693,375 △4,152,636(△0.72％)

⑶ 共同事業拠出金

高額医療費及び療養給付費等に係る負担分を国保連合会に拠出するもの。

(単位：円)

区 分 平成23年度 平成22年度 対 前 年 度 比

134,576,159 119,545,524 15,030,635(12.57%)高 額 医 療 分

732,805,401 728,786,363 4,019,038( 0.55%)保険財政安定化分

計 867,381,560 848,331,887 19,049,673( 2.25%)

⑷ 特定健診・特定保健指導及び 歳未満健康診査40

生活習慣病の予防及び早期発見のために実施するもの。

(単位：円)

区 分 対 前 年 度 比平成23年度 平成22年度

特定健診等委託料 19,900,935 19,338,239 562,696（2.91％）

特定保健指導 869,589 1,073,571 △203,982（△19.00％）謝礼

40歳未満健康診査委託料 640,170 870,340 △230,170（△26.45％）

特定保健指導委託料 556,300 496,160 60,140（12.12％）



－ 国保 4 －

特定健診受診者数：(集団)3,191人（個別）86人 (情報提供）721人

40歳未満健康診査：(集団） 47人

特定保健指導受診者数： 動機づけ支援）259人（積極的支援）66人（

(単位：円)⑸ その他の支出

項 目 決 算 額 主 な 内 容

総務費 79,248,505 人件費や事務費，徴税費等

出産育児諸費 23,010,000 55人分( １人増)前年度より

葬祭諸費 2,790,000 93人分( ８人増)前年度より

介護納付金 283,871,106 介護保険第２号被保険者 (40歳～64

歳)による第1号被保険者に対する支援

分

保健事業費 62,217,604 特定健康診査・特定保健指導事

業・温泉補助等

諸支出金 41,573,335 保険税還付金，平成22年度療養給付

費等負担金の確定による返還金等



－ 介保 1 －

平成23年度曽於市介護保険特別会計主要施策の成果及び

予算執行報告書

平成23年度曽於市介護保険特別会計の主要施策の成果及び予算執行について報告

します。

わが国では少子高齢化が急速に進みつつあり，21世紀の半ばには国民の３人に１

人が65歳以上という超高齢化社会の到来が予想されています。

このような中，社会全体で要介護者等を支援する仕組みとして介護保険制度が施

行され12年が経過しました。この間には見直しもなされ，介護サービスのみではな

く，要介護者抑制のために介護予防に係る事業及びサービスが進行しているところ

です。

平成23年度の当初予算の編成は，第四期計画の３年度にあたることから，介護保

険事業計画の介護度別サービス利用量計画を参考にするとともに，従来からのサー

ビスに加えて，介護保険法改正に伴い創設された，介護予防及び訪問給食サービス

等を目的とした地域支援事業に係る費用等を合せた予算を措置し執行しました。

， ， ，決算の概要については 歳入総額4,706,321,611円 歳出総額4,471,018,417円で

歳入歳出差引額は235,303,194円になりました。なお，実質単年度収支は，前年

度繰越金 328,516,304円及び基金繰入金 9,895,931円を差し引き,基金積立金

30,076,092円を加えると73,032,949円の赤字になったところです。

今後も予防事業や啓発に努めながら，健全財政へ向けて取り組みます。

１ 介護認定者数及び介護サービス利用者数の概要

⑴ 第1号被保険者数・利用者数・介護認定者数 (単位：人)

区 分 23年度実績 22年度実績 対前年度比
第 1 号 被 保 険 者 数 13,661 13,730 △69(△0.50%)

月 平 均 利 用 者 数 2,209 2,139 70 (3.27%)

居 宅 介 護 サ ー ビ ス 953 931 22 (2.36%)

居 宅 介 護 予 防 サ ー ビ ス 487 514 △27(△5.25%)

施 設 介 護 サ ー ビ ス 521 500 21 (4.20%)

地域密着型サービス(介護予防) 248 194 54 (27.84%)

介 護 認 定 者 数 2,710 2,588 122 (4.71%)

第１号認定者数(6 5歳以上 ) 2,657 2,542 115 (4.52%)

第２号認定者数(4 0歳以上 ) 53 46 7 (15.22%)



－ 介保 2 －

２ 歳入の概要

⑴ 第1号介護保険料(65歳以上) (単位：円)

対前年度比
区 分 調 定 額 収入済額 収納率 収 入 済収納率

一人当たり

現年度分特別徴収 523,571,300 524,326,600 △0.06100.14%

一人当たり(12,516人) 41,832 41,893 △697

現年度分普通徴収 40,694,100 36,920,800 90.73% 1.77

一人当たり(1,145人) 35,541 32,245 4,624

〃 (滞納繰越分) 7,995,400 1,676,400 20.97% △2.13

計 572,260,800 562,923,800 98.37% △0.02

⑵ 国県支出金等(現年度分) (単位：円)

区 分 23年度収入済額 22年度収入済額 対前年度比

国庫 介護給付費負担金 762,813,388 756,182,000 6,631,388

〃 調整交付金 447,778,000 422,073,000 25,705,000

〃 地域支援事業交付金(介護予防) 4,651,750 4,626,500 25,250

〃 地域支援事業交付金(包括・任意) 15,103,200 13,950,400 1,152,800

〃 介護保険事業費補助金 2,688,000 0 2,688,000

基金 介護給付費交付金 1,237,368,124 1,189,129,293 48,238,831

〃 地域支援事業交付金 5,831,000 5,551,000 280,000

県 介護給付費負担金 632,181,000 602,359,000 29,822,000

〃 地域支援事業交付金(介護予防) 2,325,875 2,313,250 12,625

〃 地域支援事業交付金(包括・任意) 7,551,600 6,975,200 576,400

市 介護給付費繰入金 534,988,000 508,461,000 26,527,000

〃 地域支援事業交付金(介護予防) 1,959,125 1,903,000 56,125

〃 地域支援事業交付金(包括・任意) 6,293,000 6,188,600 104,400

〃 事務費繰入金 67,522,000 63,416,000 4,106,000

〃 人件費繰入金 74,829,617 79,945,000 △5,115,383

個人 地域支援事業負担金 791,200 1,170,900 △379,700

計 3,804,674,879 3,664,244,143 140,430,736



－ 介保 3 －

３ 歳出の概要

総務費144,986,912円は，総務管理費82,403,136円，徴収費387,360円, 介護認

定審査会費60,698,000円,計画策定委員会費1,498,416円を支出しました。

また，その他諸費4,756,338円は審査支払手数料を支出しました。

４ 保険給付費

⑴ 介護サービス等諸費

介護利用に係る事業者報酬分及び認定者への補助。

(単位：円)

区 分 給 付 費 等 被保険者一人当たり 対 前 年 度 比

1,152,284,919 84,349 △107(△0.13%)居宅介護サービス

561,645 41 △156(79.19%)特例居宅介護サービス

677,061,954 49,562 10,537(27.00%)地域密着型介護サービス

0 0 0特例地域密着型介護サービス

1,611,782,027 117,984 5,191(4.60%)施設介護サービス

0 0 0特例施設介護サービス

3,850,129 282 △19(△6.31%)居宅介護福祉用具購入費

11,344,535 830 △185(△18.23%)居宅介護住宅改修費

129,331,394 9,467 431(4.77%)居宅介護サービス計画

0 0 0特例居宅介護サービス計画

計 3,586,216,603 262,515 15,694(6.36%)

⑵ 介護予防サービス等諸費

介護予防利用に係る事業者報酬分及び認定者への補助。

(単位：円)

区 分 給付費等 被保険者一人当たり 対 前 年 度 比

188,037,351 13,765 △1,287(△8.55%)介護予防サービス

0 0 0特例介護予防サービス

737,307 54 △149(△73.40％)地域密着型介護予防サービス

0 0 0特例地域密着型介護予防ｻｰﾋﾞｽ

1,805,962 132 25(23.36%)介護予防福祉用具購入費

7,088,548 519 40(8.35%)介護予防住宅改修費

24,098,920 1,764 △99(△5.31%)介護予防サービス計画

0 0 0特例介護予防サービス計画

△1,471(△8.31%)計 221,768,088 16,234



－ 介保 4 －

⑶ 高額介護及び特定入所者介護サービス等費の状況

(単位：円)

区 分 給付費等 被保険者一人当たり 対 前 年 度 比

85,986,860 6,294 △340(△5.13%)高額介護サービス

33,229 2 △8(△80.00%)高額介護予防サービス

6,118,074 448 △4(△0.88%)高額医療合算介護サ－ビス費

62,175 5 3(150%)高額医療合算介護予防サ－ビス費

245,736,650 17,988 2,830(18.67%)特定入所者介護サービス

45,820 3 △4(△57.14%)特例特定入所者介護サービス

84,010 6 2(50.00%)特定入所者介護予防サービス

0 0 0特例特定入所者介護予防サービス

計 338,066,818 24,747 2,478(11.13%)

⑷ 地域支援事業費は，介護予防事業，包括的支援事業・任意事業に二人分の職

員給を含めて国県補助等を受けながら事業を実施し，44,645,987円を支出しま

した。

平成23年度に実施した主な事業は次のとおりです。

ア 介護予防教室

運動機能が低下し，要支援・要介護状態に陥るリスクの高い２次予防事業

対象者を対象に２次予防事業対象者介護予防教室，生活機能評価では２次予

防事業対象者に該当しないが，運動機能の低下や閉じこもりが今後出現する

可能性がある１次予防事業対象者を対象に１次予防事業対象者介護予防教室

を実施しました。

区 分 実 施 内 容 参加者 事 業 費

77人 6,647,979円
2次予防事業対象者介護 市内６箇所で週２回７月から

１２月までの６か月間実施予防教室

人 2,088,411円
１次予防事業対象者介護 市内６箇所で週１回７月から

17
３月までの９か月間実施予防教室

イ 地域介護予防活動支援(ボランティア活動)事業

地域における介護予防活動を推進するため，各地域に地域支援ボランティ

アを組織し育成しながら会員の資質向上を図るとともに，補助員として介護

予防教室をフォローしてもらうことを目的に補助金を交付しました。

補助金交付先 地域支援ボランティアの登録者数 交付金額

1,000,000円曽於市社会福祉協議会 大隅33人，末吉26人，財部14人

計73人



－ 介保 5 －

ウ 地域自立生活支援(高齢者相談窓口)事業

市内３か所の在宅介護支援センターにおいて要支援高齢者等のさまざまな

相談を受けるとともに，相談内容に即したサービス又は制度に関する情報提

供や関係機関の紹介等を行いました。

委 託 先 相 談 内 容 実態把握件数 委託料

2,230,000円医療法人愛誠会 介護方法・介護サービス 615件

2,286,000円曽於市社会福祉協議会 医療・福祉器具利用 643件

3,862,000円医療法人参篤会 住宅改修等に関する相談 1,431件

8,378,000円合 計 2,689件

エ 地域自立生活支援(緊急通報システム)事業

ひとり暮らしの高齢者及び高齢者のみの世帯に緊急通報装置を設置し，緊

急時の早急な対応を図りました。また，新たに家電製品使用状況メール配信

を始めました。

契約期間 設置者数 個人負担金 委託先 委託料

86人 200円/月 203,580円４月 ＮＰＯ法人在宅医療サポート協会

195人 300円/月 周南マリコム(株) 6,502,155円４月～３月

オ 家族介護継続支援(介護用品支給)事業

要介護高齢者の介護を行っている家族等介護用品(紙おむつ等)を支給する

ことにより経済的負担の軽減を図り，要介護高齢者の在宅生活の継続及び向

上を図りました。

支給対象者 扶助費

49人(延べ324月分) 2,023,093円

カ 訪問給食サービス事業
ひとり暮らしの高齢者等に食事を提供することにより，見守りを含めた健

康の保持や自立生活の維持を図りました。

配食者数 個人負担金 委託先 委託料

6人 末吉～(有)和升 532,500円・年収150万円以下～300円

大隅～市社協 80,250円（末吉4人） ・年収150万円を超え250万円以下～350円

財部～ 27,000円（大隅1人） ・年収250万円を超える～400円 (株)かかし亭

（財部1人）

⑸ 基金積立金30,076,092円は，介護保険基金積立金30,074,670円及び介護従事

者処遇改善臨時特例基金積立金1,422円を支出しました。

⑹ 諸支出金100,501,579円は，第１号被保険者保険料還付金891,600円，介護給

付費及び地域支援事業費精算による国庫支出金62,563,197円，支払基金

1 , 0 4 1 , 3 8 2円 ， 県 支 出 金19,533,249円の償還金，一般会計への繰出金

16,472,151円を支出しました。



－ 後期 1 －

平成23年度曽於市後期高齢者医療特別会計主要施策の成果及び

予算執行報告書

平成23年度曽於市後期高齢者医療特別会計の主要施策の成果及び予算執行につい

て報告します。

平成20年４月１日から，これまでの「老人保健法」の医療制度にかわって 「高，

齢者の医療の確保に関する法律」に係る75歳以上（65歳～74歳で一定の障害のある

方を含む ）を対象とした後期高齢者医療制度が施行されました。。

これまでの制度では，被保険者は国保あるいは社保に加入しており，自治体や社

会保険事務所等が保険者でありましたが，施行後は各都道府県ごとの後期高齢者医

療広域連合が保険者となり，保険料の制定や医療費の支払等を行っています。市町

村は，所得割と均等割を基に被保険者一人ひとりに賦課された保険料の収納と保険

証交付等の窓口業務を行ってきたところです。

， ，決算の概要については 歳入総額476,414,695円,歳出総額474,541,505円となり

歳入歳出差引額（平成24年度への繰越額）は1,873,190円になりました。この繰越

額については出納整理期間中の23年度分保険料等であり，平成24年度会計で広域連

合に納付するものです。

１ 歳入の概要

⑴ 後期高齢者医療保険料

人 数 調 定 額 備 考区 分

所 得 割 1,390人 128,241,101円 特別徴収保険料

均 等 割 9,047人 415,257,300円 調定額 160,691,600円

小 計① 543,498,401円 収納額 160,883,400円

９ 割 軽 減 2,810人 116,334,000円 収納率 100.12％

８．５割軽減 2,834人 110,809,400円

５ 割 軽 減 303人 6,969,000円 普通徴収保険料

５割軽減(被扶養者 1,016人 42,062,400円 調定額 65,430,700円）

２ 割 軽 減 546人 5,023,200円 収納額 64,441,500円

月割軽減等 36,178,101円 収納率 98.49％

小 計② 317,376,101円 1人当たり調定額

合 計①－② 226,122,300円 合計調定／9,047人＝24,994円



－ 後期 2 －

⑵ 一般会計繰入金・諸収入・国庫補助金 (単位：円 )

区 分 収入済額

市 事務費 1,355,438

市 人件費繰入金 38,453,979

県・市 保険基盤安定繰入金 208,568,462

計 248,377,879

２ 歳出の概要

(1) 総務費

総務管理費は，人件費38,453,979円及び消耗品等の事務費1,012,244円，徴

収費は封筒等496,020円を支出しました。

(2) 後期高齢者医療広域連合納付金

被保険者保険料については，特別徴収が6,862人分，162,671,700円，普通徴

収が1,110人分，62,994,400円を支出しました。

保険料軽減を補填するための基盤安定負担金は，県（3／4）156,426,346円,

市（1／4）52,142,116円の合計で208,568,462円を支出しました。



- 排水 -

平成23年度曽於市生活排水処理事業特別会計主要施策の成果

及び予算執行報告書

平成23年度曽於市生活排水処理事業特別会計の成果及び予算の執行について報告しま

す。

近年の生活様式の多様化に伴い，河川や湖沼などの汚濁は，生活排水とりわけ台所や

風呂等からの未処理の生活雑排水が大きな原因となっていることから，その適正な処理が

重要な課題となっています。

このようなことから，生活排水対策をさらに効果的に推進するため，曽於市財部町の地

域の特性に最も適した効果的かつ財政的に負担の少ない，浄化槽市町村整備推進事業に平

成14年度から着手しているところです。

事業導入から10年目の平成23年度は，設置した浄化槽の維持管理，法定検査の実施，使

用料の徴収並びに浄化槽設置工事に係る入札執行，現場指導監督に取り組みました。

平成23年度は，設置基数50基の目標を立て推進したところ，5人槽54基，7人槽5基，10

人槽１基，35人槽１基の計61基（平成22年度48基）を設置しました。

決算の概要は，歳入総額98,442,795円，歳出総額96,657,699円となり，歳入歳出差引額

は，1,785,096円となりました。

歳入の主なものですが，分担金及び負担金8,616,620円は，歳入総額の8.8％を占め，工

事分担金が主なものです。

使用料及び手数料29,607,178円は，歳入総額の30.1％を占め，浄化槽使用料が主なもの

です。

国庫支出金7,858,000円は，歳入総額の8.0％を占め，国庫補助金です。

繰入金25,841,000円は，歳入総額の26.2％を占め，一般会計からの繰入金です。

市債24,000,000円は，歳入総額の24.4％を占め，下水道事業債12,000,000円，過疎対策

事業債12,000,000円です。

次に，歳出ですが，総務費37,356,039円は，歳出総額の38.6％を占め，一般管理に要し

た経費11,565,387円，施設管理に要した経費25,790,652円です。

生活排水処理事業費42,989,709円は，歳出総額の44.5％を占めています。

公債費16,311,951円は，歳出総額の16.9％を占め，地方債償還元金13,164,419円，地方

債償還利子3,147,532円です。



- 排水 -

年度別合併処理浄化槽の設置状況 （単位：基）

人槽別 設 置 年 度 計

14～16 17 18 19 20 21 22 23

5人槽 198 57 50 42 43 62 40 54 546

7人槽 60 33 18 3 11 12 7 5 149

10人槽 9 4 1 2 2 1 1 1 21

11人槽 1 1

12人槽 1 3 1 5

13人槽 1 1 2

15人槽 1 1

16人槽 1 1

19人槽 1 1

20人槽 1 1

21人槽 1 1

26人槽 1 1

30人槽 1 1

35人槽 1 1 2

40人槽 2 1 3

42人槽 0 0

43人槽 1 1

50人槽 1 1

75人槽 1 1

計 277 99 71 50 57 76 48 61 739



－ 下水1 －

平成23年度曽於市公共下水道事業特別会計主要施策の成果及び

予算執行報告

平成23年度曽於市公共下水道事業特別会計の成果及び予算執行について報告します。

下水道は，生活環境の改善のみならず，河川等の公共用水域の水質を保全するためにも

。 ， ， 。重要な施設です 本市では 平成９年度より事業を開始しており 15年が経過しています

曽於市下水道浄化センターの１期工事が完成し，平成15年度末に供用開始を行い，平成

15年度より２期区域の工事を進めながら下水道への接続を推進しているところです。

平成23年度事業は，枝線管渠9工区（管渠延長2,917.30ｍ）を施工しました。これによ

り，幹線管渠5,090.78ｍ，枝線管渠39,992.79ｍ，管渠総延長45,083.57ｍが整備されたこ

とになります。

下水道浄化センターにおいては，計画処理水質を上回る良好な運転をし，接続戸数も計

画に沿って伸びています。

当初予算額は，397,028,000円でありましたが，その後補正により最終予算額は，

356,872,000円になりました。

決算額は，歳入362,809,589円，歳出354,553,383円で歳入歳出差引額は，8,256,206円

となりました。

以下，決算状況について報告します。




